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貸 借 対 照 表 

（平成 28 年３月 31 日現在） 

（単位：千円） 

資 産 の 部 負 債 の 部 

科 目 金 額 科 目 金 額 

流 動 資 産 （5,771,048） 流 動 負 債 （2,324,783） 

現 金 及 び 預 金 2,318,432 支 払 手 形 3,340 

受 取 手 形 24,315 買 掛 金 333,124 

売 掛 金 39,723 前 受 金 10 

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 312,221 リ ー ス 債 務 1,511,598 

前 払 費 用 67,976 未 払 金 168,770 

繰 延 税 金 資 産 68,207 未 払 費 用 88,948 

未 収 入 金 1,645,832 未 払 法 人 税 等 18,326 

保 証 金 1,181,550 前 受 収 益 169,330 

未 収 消 費 税 98,909 預 り 金 4,629 

そ の 他 13,879 賞 与 引 当 金 26,703 

固 定 資 産 （3,452,970） 固 定 負 債 (206,503） 

有 形 固 定 資 産 （3,250,178） 退 職 給 付 引 当 金 53,868 

建 物 2,472,321 長 期 未 払 金 1,233 

構 築 物 87,551 長 期 預 り 保 証 金 151,400 

機 械 及 び 装 置 88,859   

車 両 運 搬 具 0 負 債 合 計 2,531,286 

工 具 、 器 具 及 び 備 品 64,895 純 資 産 の 部 

土 地 536,549 株 主 資 本 （6,696,336） 

無 形 固 定 資 産 （17,561） 資 本 金 （100,000） 

ソ フ ト ウ エ ア 12,514 資 本 剰 余 金 （8,445,112） 

電 話 加 入 権 5,047 そ の 他 資 本 剰 余 金 8,445,112 

投 資 そ の 他 の 資 産 （185,230） 利 益 剰 余 金 （△1,848,775） 

投 資 有 価 証 券 48,520 利 益 準 備 金 192,900 

出 資 金 3,150 そ の 他 利 益 剰 余 金 △2,041,675 

破 産 更 生 債 権 等 425   繰 越 利 益 剰 余 金 △2,041,675 

長 期 前 払 費 用 8,210 評 価 ・ 換 算 差 額 等 （△3,604） 

繰 延 税 金 資 産 47,177 その他有価証券評価差額金 △3,604 

保 証 金 20,550   

そ の 他 62,393   

貸 倒 引 当 金 △5,195   

  純 資 産 合 計 6,692,732 

資 産 合 計 9,224,019 負 債 ・ 純 資 産 合 計 9,224,019 

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。  

 

負 債 ・ 純 資 産 合 計 9,224,019 
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損  益  計  算  書 

自 平成 27 年４月 １ 日 

至 平成 28 年３月 31 日 

（単位：千円） 

 

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 

科     目 金     額 

 売 上 高  6,947,968 

 売 上 原 価  5,355,605 

   売 上 総 利 益  1,592,362 

 販売費及び一般管理費  3,249,253 

   営 業 損 失  1,656,890 

 営 業 外 収 益   

   受 取 利 息 2,756  

   受 取 配 当 金 1,557  

   助 成 金 収 入 21,741  

   受 取 賃 借 料 27,204  

   そ の 他 12,378 65,637 

 営 業 外 費 用   

   支 払 利 息 58,144  

   減 価 償 却 費 17,525  

   そ の 他 6,274 81,944 

 経 常 損 失  1,673,197 

 特 別 利 益   

 固 定 資 産 売 却 益 186,916 186,916 

 特 別 損 失   

 固 定 資 産 売 却 損 66,112  

 固 定 資 産 除 却 損 81,550  

 早 期 割 増 退 職 金 1,606,251  

   そ の 他 70,669 1,824,584 

   税引前当期純損失  3,310,866 

   法人税、住民税及び事業税 △1,633,335  

   法 人 税 等 調 整 額 188,797 △1,444,537 

   当 期 純 損 失  1,866,328 



43 期【作成原稿-04】_決算公告.doc 

2:00:24 PM6/2/2016 

 
 

-３- 

 

個  別  注  記  表  

 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（1）有価証券の評価基準及び評価方法 

 そ の 他 有 価 証 券 

 時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定）を採用しております。 

 

（2）たな卸資産の評価基準及び評価方法 

① 商品、製品、仕掛品、原材料 

総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を

採用しております。 

② 貯蔵品 

最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定）を採用しております。 

 

（3）固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

定額法による償却 

なお、主な耐用年数については、以下のとおりであります。 

建物 ３～50 年 

機械及び装置 ２～７年 

工具、器具及び備品 １～20 年 

 

② 無形固定資産 

自社利用のソフトウエアについては、社内における見込利用可能期間（５年）に基づく定額法を採

用しております。 

 

③ リース資産 

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

自己所有の有形固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

 

④ 長期前払費用 

効果の及ぶ期間にわたり均等償却しております。 
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（4）引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を検討し回収不能見込額を計上しております。 

② 賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、賞与支給見込額の当事業年度負担額を計上して

おります。 

③ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き計上しております。退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰

属させる方法については、給付算定式基準によっております。 

なお、数理計算上の差異は、発生時の翌事業年度に一括処理することとしております。 

 

（5）消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。なお、資産に係る控除対象外消

費税等につきましては、全額費用として処理しております。 

 

（6）連結納税制度の適用 

セガサミーホールディングス株式会社を連結親法人とした連結納税制度を適用しております。 

 

 

２．会計方針の変更に関する注記 

 

当社は、従来、出荷基準により収益を認識しておりましたが、当事業年度より納品基準に変更しております。

この変更は、当事業年度より製品の運送管理を強化したことに伴い、社内での納品日の把握体制が整備された

ことを契機として、収益認識基準を検討した結果、納品時点で収益を認識する方法が経済的実態をより適切に

反映することができると判断し、行ったものであります。 

この結果、当事業年度の売上高は 541,732 千円増加しており、売上総利益は 190,142 千円、営業利益、経常

利益及び税引前当期純利益は 175,347 千円増加しております。 

また、当該会計方針の変更は遡及適用され、当事業年度の期首の純資産に累積的影響額が反映されたことに

より、利益剰余金の当期首残高は 175,347 千円減少しております。 

 

３．表示方法の変更に関する注記 

（損益計算書） 

営業外収益に区分掲記しておりました「保険解約返戻金」（前事業年度 68,387 千円）は、当事業年

度において金額的重要性が低下したため、「その他」に含めて表示しております。 

 



43 期【作成原稿-04】_決算公告.doc 

2:00:24 PM6/2/2016 

 
 

-５- 

 

４．貸借対照表に関する注記 

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 2,785,556千円 

 

(2) 関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。 

 

 短期金銭債権 1,650,411 千円 

 短期金銭債務 383,822 千円 

 

５．税効果会計に関する注記 

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

（繰 延 税 金 資 産） 

 賞 与 引 当 金 繰 入 額 5,814 千円 

 た な 卸 資 産 評 価 損 4,045 千円 

 未 払 費 用 否 認 29,590 千円 

 減 価 償 却 超 過 額 81,788 千円 

 一 括 償 却 資 産 50,019 千円 

 退 職 給 付 引 当 金 18,107 千円 

 繰 越 欠 損 金 1,828,880 千円 

 そ の 他 18,460 千円 

 繰 延 税 金 資 産 小 計 2,036,707 千円 

 評 価 性 引 当 額 △1,915,299 千円 

 繰 延 税 金 資 産 合 計 121,408 千円 

   （繰 延 税 金 負 債） 

 未 収 還 付 事 業 税 △4,447 千円 

 その他有価証券評価差額金 △1,576 千円 

 繰 延 税 金 負 債 小 計 △6,023 千円 

 繰 延 税 金 資 産 の 純 額 115,384 千円 

 

(2) 法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成 28 年法律第 15 号）及び「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成 28年法律第 13号）が平成 28 年３月 31日に公布され、また平成 28 年３月１日付で減資を行っ

た結果、当事業年度の繰延税金負債の計算に使用した法定実効税率は、前事業年度の 32.03％から、回収

又は支払が見込まれる期間が平成 28 年４月１日から平成 30 年３月 31 日までのものは 33.80％、平成 30

年４月１日以降のものについては 33.59％にそれぞれ変更されております。 

その結果、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が 8,312 千円減少し、当事業年

度に計上された法人税等調整額が 8,239 千円増加、その他有価証券差額金が 73千円減少しております。 

なお、法人税率は、期間が平成28年４月１日から平成29年３月31日までのものは、前事業年度の23.76％

から 22.29％に変更されております。 
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６．関連当事者との取引に関する注記  

（1）親会社及び法人主要株主等 

属 性 
会社等の 

名称 
所在地 

資本金又 

は出資金 

（百万円） 

議決権等の 

被所有割合 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 

取引金額 

（千円） 
科 目 

期末残高 

（千円） 

親会社 

セガサミー

ホールディ

ングス㈱ 

東京都 

港区 
29,953 

間接 

100.0％ 

サミー株式

会社の親会

社 

連結納税に

伴う受取予

定額 

― 未収入金 1,632,041 

親会社 サミー㈱ 
東京都 

豊島区 
18,221 

直接

100.0％ 

業務提携 

役員の兼任 

遊技機商品

及び部品の

売上 

1,464,756 売掛金 854 

遊技機商品

及び部品の

仕入等 

4,362,962 買掛金 333,083 

事業所の 

賃貸 
27,204 前受金 2,408 

金型・製造設

備等の譲渡 
180,555 未収入金 1,989 

（注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

   ２．取引条件については、双方協議のうえ決定しております。 

 

７．１株当たり情報に関する注記 

（1）１株当たり純資産額 295 円 07 銭 

（2）１株当たり当期純損失（期中平均発行済株式総数に基づき算出しております。） 82 円 28 銭 

 

８．重要な後発事象に関する注記 

  該当事項はありません。 


